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研究成果の概要（和文）：本研究は比較教育学的研究である。オランダの事例を質的に検討することにより、公
教育制度において円滑な接続を実現するための制度的工夫の力点を明らかにすることを目的とした。本研究によ
り、接続課題に関する検討枠組が導き出された。またオランダの「重み付け対応」政策は、接続に関する新たな
制度的工夫としても位置づけられる可能性が示された。「交付基準に該当する子どもが在籍している学校に対
し、政府が追加補助金を支給することにより、当該学校の学習環境整備を促進する」ことを骨子とする同政策
は、マイノリティ児童生徒の不利益解消だけでなく、学校種間の円滑な接続を補強する新たな制度的工夫として
も注目に値する。

研究成果の概要（英文）：This study is a comparative educational analysis aiming at pointing out the 
institutional ingenuity for realizing a smooth "articulation" with focusing on analyzing the Dutch 
public education system from the viewpoint of qualitative research. In this research, some 
frameworks for considering "articulation" issues were derived. Furthermore, this study suggests that
 the "weighted response(gewichtenregeling in Dutch)" policy could be functioned as a new device. 
This policy is based on the idea of "promoting the improvement of the learning environment of the 
school, by providing an additional subsidy from the government to the school itself in which 
children who meet the grant criteria are enrolled." It has been in the middle of being reconsidered 
from the viewpoint of efficiency, but it seems to be noteworthy as a vector of institutional device,
 not only to eliminate disadvantages of ethnic minority, but also to reinforce smooth "articulation"
 in the public educational system.

研究分野：教育学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究により、公教育制度における接続課題に関する検討枠組が素描されるとともに、オランダの公教育制度に
おける工夫の力点が明らかになった。検討枠組及び制度的工夫の力点が具体的に提示されたことから、日本を含
め学校種間の接続問題に直面している世界各国の公教育制度にとって、改善の方向性の一端が示されたことにな
る。公教育制度の在り方が質的に検討され、新たな方策の提言がなされたという点において、本研究は、教育行
政及び教育政策的にも有益だと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
現在日本の公教育制度においては、学校種間の接続（articulation）の在り方に課題があると
いわれている。この点については、学年の区切りや教育課程に関し柔軟な対応が可能である義務
教育学校が誕生するなど制度改革が進められており、課題の解消が期待されている状況である。 
他方で接続に関する課題については、関係者間の認識のずれや情報共有不足にその原因があ
る可能性が指摘されている。先行研究においては、接続に関する課題に対峙する際には、子ども
たちの状況を多側面から捉えつつ、関係者間でその状況をいかに共有し連携するか、またその共
有・連携の仕組みを公教育制度においていかに実現するかが検討の要件として挙げられている。 
接続に関する課題が上述のように整理されるとき、オランダの事例は注目に値すると思われ
る。本研究は、日本の学校種間の接続の在り方を検討する際の手がかりを得るべく、オランダの
公教育制度における制度的工夫の力点を描き出すことを目的とした比較教育学的研究である。 
 
２．研究の目的 
分岐型の学校体系をとるオランダでは、保護者及び児童の意思や選択を尊重しつつ、初等教育
から中等教育への接続が円滑に進むような制度的工夫が整えられている。そのような制度的工
夫の具体的な事例として、先行研究では「学校アドバイス（schooladvies）」の活用が挙げられて
いる。学校アドバイスとは、児童一人ひとりの成績、興味・関心、モチベーションなどを総合的
に判断した内申用の資料であり、進学に関する選考資料として重視されているとともに、中等教
育段階における生徒の成功に関する最も信頼できる指標とされている（吉田 2008）。 
本研究の目的は、学校アドバイスを含むオランダの公教育制度における小中接続に関する工
夫に着目し、文献等を通じてその内実を質的に明らかにすることにより、児童生徒の能力や適性
を多面的に把握し、円滑な接続を実現するための制度的工夫の力点を明らかにすることである。 
 
３．研究の方法 
本研究は、オランダの公教育制度において学校種間の接続に際し機能している仕組みに着目
し、その生成過程と活用方法を明らかにすることにより、円滑な接続を実現するための制度的工
夫の力点を明らかにすることを目的とした比較教育制度研究である。 
 研究に際しては、ウェブ調査及び文献研究を段階的・複合的に組み合わせることにより、質的
な観点から総合的に分析を進める。本研究は、「研究段階Ⅰ：学校種間の接続に関する現状と課
題の把握」、「研究段階Ⅱ：オランダの小中接続に関連する制度的工夫の把握」、「研究段階Ⅲ：小
中接続に資する制度的工夫の在り方の提示」の三段階に区分される。以下ではそれぞれ研究段階
Ⅰ、研究段階Ⅱ、研究段階Ⅲと表記する。 
 
４．研究成果 
（１）接続課題に関する二つの検討枠組 
研究段階Ⅰの成果として、接続課題に関する検討枠組（フレームワーク）が素描されたことが
挙げられる。研究段階Ⅰでは、初等教育から中等教育への接続、いわゆる小中接続状況に焦点化
し、日蘭両国の公教育制度を概観した上で現況の比較検討が行われた。検討枠組が素描された過
程とその概要について、吉田（2017）に基づき詳述する。 
現在日本には、小中一貫教育を推進する機運が全国的に高まっている。この機運の具体像とし
ては、従来行われてきた小学校と中学校の連携だけでなく、9年間の教育目標を明確化し、教育
目標に即し教科等ごとに一貫した系統的な教育課程の編成・実施をしている小中一貫型の小学
校・中学校の拡大や、これらと同様の特徴を持ちつつ、一つの学校として組織・対応していく義
務教育学校の登場を挙げることができる。前者についてはその数が年を追うごとに増加してい
るという点で、後者については新たな制度設計という点で注目が集まっている。 
 新たな制度設計という観点からは、文部科学省が、義務教育学校における修業年限及び課程の
区分について、従来の 6-3にこだわらず、4-3-2や 5-4などの柔軟な学年段階の区切りが可能で
ある点や、全課程の教職員による一体的な教育活動が求められる点などを示している点（文部科
学省 2015）に特に着目する必要があるだろう。 
 このような状況を受け、河原ら（2014）は、小中一貫教育導入の背景・目的・方法・副次効果
を、少子化対応型、学力底上げ型、重点目標追求型、保護者ニーズ対応型の 4種類の理念モデル
に類型化している。河原ら（2014）の整理からは、小中一貫教育導入に際して様々な要因が絡ん
でいること、ただしいずれのモデルにおいても、複数の教育課題を抜本的に解決する方策として
小中一貫教育が積極的に選択されていることを読み取ることができる。 
上記を含め先行研究からは、単線型、小中連携、小中一貫型、小中一貫、小中一貫教育、義務
教育学校、少子化対応、学力底上げ、重点目標追求、保護者ニーズ対応、教育目標の明確化、9
年間一貫した系統的な教育課程、柔軟な学年段階の区切り、教職員の一体的な教育活動などのキ
ーワードが抽出された。これらを踏まえ本研究では、日本の小中接続に関する現況を「小中一貫
教育を進めることにより、接続課題を低減する制度的試み」とまとめることとしたい。 
 続いてオランダの状況を概観する。オランダの公教育制度は、5歳から 16歳までを義務教育
期間とする、中等教育段階以降が分岐した伝統的な分岐型学校体系である。オランダでは、初等
教育修了後の中等教育段階から「大学進学準備教育課程（Voorbereidend Wetenschappelijk- 
Onderwijs; VWO）」、「中等普通教育課程（Hoger Algemeen VoortgezetOnderwijs; HAVO）」、



「中等職業教育準備課程（Voorbreidend MiddelbaarBeroepsonderwijs; VMBO）」の三つの課程
に分岐がなされており、中等教育段階でどの課程に進学するかは、児童の将来の進路に大きな影
響を及ぼすといえる。個々の児童の進学先の決定については、初等教育最終段階に主に筆記試験
により測定される学力に加えて、初等教育段階での成績、興味・関心、モチベーションなどを総
合的に判断した結果である「学校アドバイス」の内容が重要とされている。 
オランダの初等教育に関する基本法である初等教育法（Wet of het Primair Onderwijs; WPO）
第 42条は、「小学校長は、担当教諭と協議した後に、卒業予定の児童一人ひとりについて、中等
教育段階の学校に対して教育報告書を作成しなければならない」と規定している。また、このよ
うに各小学校長に学校アドバイスの作成を義務づけている同条は、別に、テストスコアを第二指
標として活用することも定めている。これらの状況をアクターに着目して整理すると、次のよう
になる。すなわちオランダにおいては、権利として保障された保護者及び児童の希望を出発点と
しながら、進学時の要件として、CITO（教育評価中央研究所）などの関係機関が実施する筆記
試験の点数（テストスコア）と、各小学校が発行する学校アドバイスの双方で当該中学校が求め
る水準を満たすことが挙げられている。このことから、テストスコアと学校アドバイスが、進学
に際して相互補完的な役割を担っていることが明らかである。 
このようなオランダの仕組みに関しては、「保護者の高すぎる要求への対応」と「能力測定に
関するリスク管理」が課題として指摘されている。前者については、学校側に「能力以上のレベ
ルの学校に進学させるべく、教師にクレームを言う保護者が多くなってきた（独立行政法人教員
研修センター 2015:37）」との認識があり、保護者及び児童と学校の評価の間に齟齬が生まれて
いる（あるいは、生まれつつある）可能性が指摘されている。また後者については、一元的かつ
定量的な学力を測定するテストスコアは、当該児童の能力を証明する機能を持たないか、誤って
証明しているというオルタナティブスクール関係者の批判がよく引用されるところである。 
 これらの課題に対応しうる制度的工夫として、ブリッジクラス（brugklas）の設定を挙げるこ
とができるだろう。ブリッジクラスとは、「隣接する学校種間のカリキュラムを同時に学ぶ、中
等教育 1～2 年目の期間（リヒテルズ 2008:58）」である。ブリッジクラスの在籍期間終了後に
改めて進路選択が行われるという点に着目すれば、これは、進路決定にかかる期間を延長するこ
とにより、児童生徒の能力測定上の揺らぎの幅を受け入れ、小中接続により生じるギャップを和
らげようとする試み、と捉えることができる。また、テストスコアを最重視する傾向を批判して
いるオランダの教育関係者から「日本のように普段の授業評価やフォローアップテストこそ重
視すべきだ（独立行政法人教員研修センター 2015:37）」との指摘が出されていることから、児
童生徒の能力測定に際して、定性的な評価を重んじる見解も存在していると考えられる。このよ
うな見解が、小中接続に関する制度改革の具体として今後結実すれば、先に挙げた「能力測定に
関するリスク管理」の改善が期待されることになる。 
以上から、分岐型、保護者及び児童の希望、学校選択、テストスコア、学校アドバイス、相互
補完、校長、保護者の要求、能力測定のリスク、ブリッジクラス、複数年、定性的な評価などの
キーワードが導き出された。これらを踏まえた小括として、本研究では、オランダの小中接続に
関する現況を「学力評価を重層化することにより、接続課題に対応する制度的試み」としてみた
い。 
上述の通り、日本とオランダの小中接続に関する現況について、それぞれ「小中一貫教育を進
めることにより、接続課題を低減する制度的試み」、「学力評価を重層化することにより、接続課
題に対応する制度的試み」と整理されたが、日蘭両国の事例を並置することにより、小中接続に
関し二つの大きな傾向を読み取ることが可能となった。日本の事例として示された一つ目の傾
向とは、学校種区分を変更する仕組みを導入することによって、より適切な接続時期を探るもの
であり、結果として生じ得る「複線型学校体系」への移行過程とも捉えられるものである。他方
でオランダの事例として示された二つ目の傾向は、接続に関わる評価の在り方を見直し、多様で
長期的な評価として再構成することにより、各課題に対応しようとするものである。本研究の目
的に即してこれらの傾向を改めて読み取れば、小中接続を検討するための検討枠組としては、 

 
1. 学校種区分の変更：「複線型学校体系」への移行とその影響 
2. 評価内容・時期の変更：多様で長期的な評価の実施可能性 

 
が導かれたことになる。換言すれば、接続課題に対応する制度的工夫として、学校種区分を変更
し複線化して対応する形式や、児童生徒の評価を多様化し、接続時期自体を長期化して対応する
形式が示されたといえる。 
 
（２）接続課題に対応する教育費国庫補助政策「重み付け対応」 
上記の検討枠組に即して研究段階Ⅱ及び研究段階Ⅲを進める過程で、オランダの公教育制度
に関する肯定的な側面と否定的な側面の双方が確認された。具体的には、オランダの教育制度下
では、学力面で相応の成果が得られている一方で、イスラーム学校の運営をめぐり社会的な軋轢
が生じているというものである。これらはいずれも、先行研究の知見に沿うものであった。 
他方で本研究により、オランダにおいて、接続課題に連なる新たな制度的工夫が試行されてい
ることが示された。その工夫とは「重み付け対応（gewichtenregeling）」政策である。この政策
は、「交付基準に該当する子どもが在籍している学校に対し、政府から追加の補助金を支給する



ことにより、当該学校の学習環境整備を促進する」ことを骨子とするものである。社会的不平等
を解消するために導入されてきた同政策であるが、本研究を通じて、これを学校種間の円滑な接
続を補強する制度的工夫のベクトルとみなしうることが明らかになった。以下では、その概要を
確認していく。 
オランダにおいては、オランダ王国憲法第 23 条「公立教育と私立教育（Het openbaar en 

bijzonder onderwijs）」に基づき、公立学校と私立学校に対して同一の基準により公費助成が行
われており、この点は教育費に関する国庫補助政策においても同様である。澤田（2013）が整理
しているように、現在、オランダにおいて教育費国庫補助政策の具体として導入されているのが
「重み付け対応」である。この政策は「恵まれない状況にある子どもたちの不利な点を排除また
は軽減するために、教育の範囲内で、また教育に関連した措置を講じることにより、恵まれない
状況にある子どもたちが、公的にだけでなく実質的にも、他のより有利な状況にある子どもたち
と同じ教育の機会を得られるようにすること（Mulder & Meijnen 2013:3）」に目的を置くもの
であり、公教育制度全体に目を向ければ「学校教育の質の平等化を促進すること（Ladd & Fiske 
2009:6）」にその目的があるといえる。 
同政策の内容をやや具体的に確認すれば、交付基準に該当する児童生徒が在籍している学校
は、個別の状況に応じて設定されている係数に基づく追加補助金を申請・受給し、これを有効活
用して必要な対応を行う、ということになる。1980年代に同政策が導入されて以降、社会情勢
の変化等により交付基準は複数回変更されてきた。たとえば 2001年までは「学校歴の低い親を
持つネイティブオランダ人の子どもは 1.25、両親の一方が移民である子どもは 1.9、船員とジプ
シーの子どもには、それぞれ 1.4、1.7という“gewicht”（重み）の係数（澤田 2013:19）」が設
定されていたが、2019年には、保護者の教育レベルと学校の所在地が基準とされている。すな
わち、保護者の学校歴がどちらも初等教育以下の場合に 1.2 という重み付けが設定されていた
り、社会統計情報に基づき低所得者層が多く居住するとされた推進区域（impulsgebieden）に
当該学校がある場合、追加補助金が交付されたりすることになっている。また追加補助金の交付
は自動的に行われるものではなく、保護者の学校歴は、保護者自身が学校を通じて申告すること
で把握される。また交付条件には閾値も設定されており、子どもの重み付けの合計が、各学校に
在籍する子どもの総数の 6%を超えない場合は、追加資金交付の適用外とされている。 

 
表 1 追加資金交付政策の変遷概略                      エスニック・マイ

ノリティの不利益解
消に資すると評価さ
れるこの政策につい
ては、追加補助金に
より教員・職員が多
く雇用されている
（ Ladd & Fiske 
2009）という肯定的
な評価がある一方で、
保護者の教育レベル
のみでは指標として 
機能しない（Driesen  

（出所：Ladd & Fiske（2009）、澤田（2013）等を基に筆者作成）   2015）という指摘も 
なされている。さら

に効率性等の観点から批判・検討が加えられた結果、同政策については、2019年度以降に変更
する方向性が示されている。政策の変遷については表 1に示した通りであるが、2019年度以降
の第 4 期については、オランダ中央統計局により示された学校ごとの「バックログスコア
（achterstandsscores）」という、初等教育修了段階の教育成果の達成を阻害する環境要因（保
護者の学校歴、保護者の出生国、母親のオランダ滞在期間、保護者の債務状況、学校ごとの母親
の平均学校歴）に基づき追加資金が交付されることになっている。 
オランダの「重み付け対応」については、OECD（2017）が作成した「移民の子どもの統合に
資する教育政策の類型」に即して評価することが可能である。図 1に示した類型において、「重
み付け対応」は、図内左上の「実施すべき取り組み」で「コスト／難易度が高い」に構成要素の
多くが位置している。具体的には、「Ⅲ 学校の受け入れ態勢の整備」や「Ⅳ 不利な状況にあ
る学校への集中の回避」が「重み付け対応」政策に該当すると考えられる。先行研究において、
追加補助金が多くの教員・職員を雇用するために使用されていることが指摘されているが、「子
どもの成績を上げるために 1 クラスの人数を減らすことは、費用がかかり、効果をあげない場
合も少なくない（OECD 2017:122）」ことに加え、「教育の質の改善が学業成績に及ぼす効果は、
クラスサイズの縮小による効果よりも大きい（Rivkin et al 2000:447）」ことから、追加補助金
の使途については、検討すべき課題が残されているといえる。他方で、追加補助金を交付するこ
とで学校の受け入れ体制を整備したり、不利な状況にある学校へ移民の子どもたちが集中しな
いようにしたりする取り組みは、「多様な子どもが通う学校を、移民背景を持たない子どもにと
っても魅力的なものにする」ものであり、資源の追加的な割り当て方策として多くの子どもに有
益であると評価されている（OECD 2017:130）。 



オランダにおける
「重み付け対応」は、
直接的には学校教
育や学習環境の質
を改善することに
より、移民の児童生
徒の社会統合を支
援するものである。
他方でこの政策を、
財政支援を通じて、
学校の選抜基準に
対し外部から働き
かける方策や、「さ
まざまなトラック
へと振り分けられ 

図 移民の子どもの統合に資する教育政策の類型       る前に、移民の児童 
（出所：OECD 2017:116に筆者一部加筆）         生徒に十分な時間を 

与え、その潜在的な
能力を発達させる（OECD 2017:127）」手段として捉えなおせば、これを研究段階Ⅰで示した検
討枠組の一つである「評価内容・時期の変更：多様で長期的な評価の実施可能性」に繋がるもの
と考えることが可能であろう。同対応は 2019年度から制度変更がなされており、現時点で評価
を下すのは困難であるが、学校種間の円滑な接続を補強する新たな制度的工夫として、今後とも
注目すべき取り組みの一つだと考えられる。 
 本研究を通じてオランダの事例を質的に検討することにより、公教育制度において円滑な接
続を実現するための制度的工夫の力点が、接続課題に関する検討枠組とともに導き出された。ま
たオランダの教育費国庫補助政策「重み付け対応」が、接続に関する新たな制度的工夫として位
置づけられる可能性も示された。接続課題に関する検討枠組及び制度的工夫の力点が具体的に
提示されたことから、本研究により、学校種間の接続課題に直面している公教育制度に対し、制
度的展開の方向性が示されたといえる。公教育制度の在り方が質的に検討され、新たな方策の提
言がなされたという点において、本研究は、教育行政及び教育政策上一定の意義があると考えら
れる。 
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